
単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

平成２２年度 施策評価表

施策名 低所得者自立支援
担当部 福祉部

担当課 西生活課

施策意図 　生活に困窮する区民が健康で文化的な最低限度の生活を維持している。

現状と課題

　一昨年から続く景気悪化により急増した生活保護世帯は、景気好転が伝えられる現在
も若干の鈍化はあるものの増加傾向が続いており、特に稼働年齢層（１８歳以上６５歳未
満）の割合が増加している。これに伴い、生活保護費も急増しているため、適正保護の実
施と自立促進のための、効率的かつ効果的な事務の執行が求められる。

成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1

稼働年齢者のいる
生活保護世帯で自
立更生した世帯数
の割合

％

稼働年齢世帯の
自立更生世帯数
÷稼働年齢世帯
数

－ － － 4.37 3.62

4.22 4.34 4.62 3.23

2 － － －

－ － － － －

－ － － －

3 － － －

－ － － － －

－ － － －

評価・
分析

成
果

　成果指標１は、平成２０年度に比べ１．３９ポイントの大幅減となった。これは、東京都におけ
る有効求人倍率の平均が、平成１９年度は１．３８倍、２０年度は１．１２倍であったものが、２１
年度は０．６０倍へと大幅減になったことにより、就労の意欲や能力がある者であっても、必ず
しも就労することができない社会情勢にあることが大きな要因となっている。

コ
ス
ト

　本施策のトータルコストの９８．４パーセントを占める生活保護において、平成２１年度は、被
保護世帯数が２０年度よりも９０５世帯増と大幅増になった。これは、平成１７年度から１９年度
までの年度平均増加数の２３６世帯の３倍以上で、２０年度の４７４世帯増をも上回る増加で
あった。特に景気悪化の発端となった、いわゆるリーマンショック以降の増加が著しく、２０年度
下半期だけで３３９世帯の増となった傾向が、２１年度も止むことなく続き、生活保護だけで２，２
０３百万円（１１．９パーセント）増となっている。

成果向上
のための
取組方針

　生活保護については、引き続き適正保護の実施と自立促進に取り組んでいく。とりわけ就労
支援は、労働市場が厳しい状況にあるため、きめ細かな取り組みが求められることから、現行
の 飾区生活保護受給者就労支援事業取扱要領（平成１７年３月策定）を見直し、就労支援専
門員の専門性をより発揮できる体制をつくる。
　また、生活保護のコストを抑える取り組みとして、被保護世帯の５７パーセントを占め、年金の
受給権を持つ可能性が高い「高齢者世帯」及び「障害者世帯」に対して、年金が漏れることなく
受給できるよう支援する体制を整える。





3 5 15

0.64 1.71 1.00

81.81 50.00 100.00

63.63 75.00 100.00

4.62 3.23 3.62

11.00 10.95 11.30

0 0 0

0 0 0

6.56 4.85 25.00

664 642 1,932

19.27 18.75 45.23

41,398 52,910 65,843

12.11 14.68 22.72

14,937 18,733 16,837

6.11 8.54 6.11

6,776 19,080 22,245

126 127 138

－ － －

無

低所得者自立支援

母子家庭自立支援

無

無

11,416

無

貸付割合（％）

貸付金額（千円）

31,052

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

21,075,944

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

福祉部担当部

－

受給者数（人）

助産割合（％）

助産金額（千円）

17,148

12,588

29,204

20,913

220,272

3,765

有

支給割合（％）

支給金額（千円）

0.11

母子福祉資金貸付

中国残留邦人等支援
給付

入院助産

母子福祉応急小口資
金貸付

貸付割合（％）

貸付金額（千円）

生活保護

無

担当課 西生活課
施策名

有

無福祉事務所運営

東庁舎に関する利用
者の苦情数（件）

転倒等の施設内事故
件数（件）

生業資金貸付事業

事務事業名
成果指標

稼働収入世帯割合（％）（稼
働収入がある世帯数÷被保
護世帯数）

中小企業勤労者生活
資金融資事業

融資実行件数、(件）

指標名（単位）

稼働年齢者のいる生活保護
世帯で自立更生した世帯数
の割合（％）（稼働年齢世帯
の自立更生世帯数÷稼働年
齢世帯数）

事務事業コスト（千円）

B

取組
内容

増減額
施策内
割合(%)

事業継続率〔貸付６年後に、
事業が継続している率〕事業
継続件数／貸付件数×１００
（％）

２０
実績

925

-12

0.00

937

あっせん件数の対前年度
比、（倍）

２１
実績

２０実績  ２１実績

0.04

-1,241
償還期間（６年）終了時の完
済率　６年後の完済件数／
貸付件数×１００（％）

B

18,531,616 20,734,274 2

9,028 7,787 2,3

0.12

-151

2,202,658 A

98.38

24,387

B

0.10

2,3

-6,665 Ａ

3,019 2,868 －
0.01

B

249,476

－

-167 B

－

11,583

－

1.18

0.05

2

B

11,310 23,898

A


